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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第６期

中間連結会計期間
第７期

中間連結会計期間
第６期

会計期間
自2023年７月１日
至2023年12月31日

自2024年７月１日
至2024年12月31日

自2023年７月１日
至2024年６月30日

売上高 （千円） 5,634,201 11,938,887 16,457,876

経常利益又は経常損失（△） （千円） △28,130 290,391 △12,183

親会社株主に帰属する中間純利益又

は親会社株主に帰属する中間（当

期）純損失（△）

（千円） △73,078 106,087 △278,397

中間包括利益又は包括利益 （千円） △70,206 150,669 △266,916

純資産額 （千円） 3,555,278 3,856,846 3,361,188

総資産額 （千円） 7,771,838 8,144,144 7,605,353

１株当たり中間純利益又は１株当た

り中間（当期）純損失（△）
（円） △5.53 7.74 △21.03

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － 7.73 －

自己資本比率 （％） 44.9 45.9 43.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △348,206 331,932 △713,590

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,721,025 △98,413 △1,752,744

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,742,570 26,658 1,617,706

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 2,819,753 2,557,963 2,297,785

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第６期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は潜在株式が存在するものの、１株当たり中間（当

期）純損失であるため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

①　経営成績の状況

当社グループは、「UPGRADE JAPAN」をミッションとして掲げ、「AIでデータの真価を解き放ち産業の常識を塗

り替える」というヴィジョンを実現すべく、データサイエンスや機械学習、AIといった最先端の技術を社会に実装

することを目指しております。

従来のDX活用/AI導入の支援などの労働集約的なビジネスに加えて、自社AIソリューションを中心とした非労働

集約的な収益の獲得も目指しており、AIソリューション開発プロジェクト獲得や研究開発、先行投資としての積極

的な人材採用に引き続き注力いたしました。「Chat GPT」をはじめとするLLM（大規模言語モデル）の活用をテー

マとするプロジェクトも増加しており、AIの利活用に対する需要の高まりに機動的に対応する形で事業運営を行っ

ております。

また、グループ会社の株式会社ファイナンス・プロデュースではスタートアップの資金調達やM&Aを助言する案

件を多数獲得・実行し、メールカスタマーセンター株式会社では紙のダイレクトメール（DM）発送代行において既

存顧客の取引窓口の拡大や新規受注の獲得を行いました。

 

AIソリューション事業については、AIソリューションの横展開事例の増加や、新規顧客獲得や既存顧客からの

アップセル等もあり好調に推移しました。フィナンシャル・アドバイザリー事業については、ファイナンス戦略ア

ドバイザリー及びスタートアップの資金調達助言等の案件を複数実行しました。マーケティング支援事業について

は、紙のダイレクトメール（DM）発送代行において既存顧客の取引窓口の拡大や新規受注の獲得が順調に進展しま

した。

これらの結果、当中間連結会計期間における当社グループの経営成績は以下のとおりとなりました。

売上高については、新たなAIソリューション開発プロジェクト（Joint R＆D）の獲得、既存のAIソリューション

の拡販、既存顧客からのアップセル等の施策を積極的に進め、また、前中間連結会計期間よりメールカスタマーセ

ンター株式会社の連結子会社化を行った結果、11,938,887千円（前年同期比111.9%増）となり、売上総利益につい

ては、1,195,955千円（前年同期比80.5%増）となりました。

営業利益については、人材採用といった先行投資を引き続き積極的に進めながらも、上記のとおり売上高の増加

に伴い、328,734千円（前年同期比6201.4%増）となりました。特に人材採用については当社の今後の成長に必要で

あることから積極的に進めておりますが、業務委託費をコントロールする等、適切なコスト構造への移行を進めて

おります。

経常利益については、借入金の支払利息の増加に伴い290,391千円（前年同期は28,130千円の経常損失）とな

り、親会社株主に帰属する中間純利益は106,087千円（前年同期は73,078千円の親会社株主に帰属する中間純損

失）となりました。

なお、当社グループの当中間連結会計期間におけるセグメント別の損益状況については「第４．経理の状況

１　中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。

 

②　財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における資産合計は8,144,144千円となり、前連結会計年度末に比べ538,791千円増加いた

しました。これは主に、現金及び預金が260,178千円、受取手形、売掛金及び契約資産が181,849千円増加したこと

によるものであります。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における負債合計は4,287,297千円となり、前連結会計年度末に比べ43,132千円増加いた

しました。これは主に、買掛金が55,173千円、未払法人税等が138,091千円、未払消費税等が41,816千円増加した

ことによるものであります。

 

（純資産）
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当中間連結会計期間末における純資産合計は3,856,846千円となり、前連結会計年度末に比べ495,658千円増加い

たしました。これは主に、資本剰余金が361,245千円、利益剰余金が106,087千円増加したことによるものでありま

す。

 

③　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前中間連結会計年度末と

比較して261,789千円減少し、2,557,963千円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動により得られた資金は、331,932千円（前年同期は348,206千円の支出）

となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益の増加313,559千円、法人税等の支払額の減少137,974千円

によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動により支出した資金は、98,413千円（前年同期は1,721,025千円の支

出）となりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出の増加83,246千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動により得られた資金は、26,658千円（前年同期は1,742,570千円の収

入）となりました。これは主に、株式の発行による収入の増加349,073千円によるものであります。

 

(2) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間連結会計期間において、重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について、重要な変更はあり

ません。

 

(3) 経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための

客観的な指標等について、重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間において当社グループが支出した研究開発費はありません。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当中間連結会計期間において、当社グループの資本の財源及び資金の流動性についての分析について、重要な変

更はありません。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因については、「１　事業等の

リスク」に記載のとおりであります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,640,000

計 49,640,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,806,600 13,816,400
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。

単元株式数は100株

であります。

計 13,806,600 13,816,400 － －

（注）提出日現在発行数には、2025年２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年７月１日

（注１）
413,200 13,773,000 178,502 191,457 178,502 2,375,277

2024年11月８日

（注２）
－ 13,774,400 △181,509 10,000 － 2,375,277

2024年７月１日～

2024年12月31日

（注３）

33,600 13,806,600 1,233 11,182 1,233 2,376,511

（注）１．2024年７月１日を払込期日とする第三者割当増資の払込みにより、資本金及び資本準備金がそれぞれ178,502

千円増加しております。

　　　２．2024年９月25日開催の第６期定時株主総会において、資本金の額を181,509千円減少し、その他資本剰余金に

振り替えることを決議しており、2024年11月８日付でその効力が発生しております。

　　　３．新株予約権の行使による増加であります。

　　　４．2025年１月１日から2025年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が9,800株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ359千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

  2024年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

加藤 聡志 東京都文京区 3,936,900 28.74

株式会社SMBC信託銀行（特定運用金

外信託　未来創生２号ファンド）
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号 1,749,300 12.77

淵 高晴 東京都港区 1,028,000 7.50

SCSK株式会社 東京都江東区豊洲三丁目２番20号 413,200 3.02

橋本 圭輔 東京都中央区 277,900 2.03

鳥井 俊之 北海道函館市 259,100 1.89

株式会社SBI証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 244,865 1.79

ダイキン工業株式会社
大阪府大阪市北区梅田一丁目13番１号

大阪梅田ツインタワーズ・サウス
233,100 1.70

中部電力株式会社 愛知県名古屋市東区東新町１番地 233,100 1.70

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 228,700 1.67

計 － 8,604,165 62.80

（注）発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 101,864 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,699,300 136,993

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式であり

ます。単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式 5,436 － －

発行済株式総数  13,806,600 － －

総株主の議決権  － 136,993 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社所有の自己株式です。
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②【自己株式等】

    2024年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社JDSC

東京都文京区小

石川一丁目４番

１号

101,864 － 101,864 0.74

計 － 101,864 － 101,864 0.74

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

　当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年７月１日から2024年12月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2024年６月30日）
当中間連結会計期間
（2024年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,297,785 2,557,963

受取手形、売掛金及び契約資産 2,712,745 2,894,594

前払費用 53,611 43,067

その他 117,088 221,161

貸倒引当金 △54 △38,562

流動資産合計 5,181,177 5,678,225

固定資産   

有形固定資産 72,493 69,737

無形固定資産   

のれん 644,940 628,189

顧客関連資産 1,212,750 1,181,250

その他 333 1,645

無形固定資産合計 1,858,024 1,811,085

投資その他の資産   

その他 511,994 611,295

貸倒引当金 △18,337 △26,199

投資その他の資産合計 493,657 585,096

固定資産合計 2,424,175 2,465,918

資産合計 7,605,353 8,144,144

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,797,090 1,852,263

１年内返済予定の長期借入金 254,436 254,436

未払金 146,607 100,402

未払法人税等 37,546 175,638

未払消費税等 38,271 80,088

契約負債 23,907 30,995

賞与引当金 2,380 34,877

その他 121,749 80,202

流動負債合計 2,421,990 2,608,904

固定負債   

長期借入金 1,392,139 1,264,921

退職給付に係る負債 31,653 29,100

資産除去債務 20,331 20,409

その他 378,049 363,962

固定負債合計 1,822,173 1,678,393

負債合計 4,244,164 4,287,297

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,955 11,182

資本剰余金 3,764,356 4,125,601

利益剰余金 △426,980 △320,893

自己株式 △60,465 △74,900

株主資本合計 3,289,865 3,740,989

新株予約権 828 780

非支配株主持分 70,494 115,076

純資産合計 3,361,188 3,856,846

負債純資産合計 7,605,353 8,144,144
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年７月１日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

売上高 5,634,201 11,938,887

売上原価 4,971,629 10,742,932

売上総利益 662,572 1,195,955

販売費及び一般管理費 ※１ 657,355 ※１ 867,221

営業利益 5,216 328,734

営業外収益   

受取利息 163 435

受取手数料 26 138

還付加算金 － 558

貸倒引当金戻入額 3,549 －

その他 961 449

営業外収益合計 4,701 1,582

営業外費用   

支払利息 5,276 11,407

投資事業組合運用損 3,303 3,589

持分法による投資損失 9,381 19,604

その他 20,087 5,323

営業外費用合計 38,049 39,925

経常利益又は経常損失（△） △28,130 290,391

特別利益   

固定資産売却益 － 175

新株予約権戻入益 21 －

特別利益合計 21 175

特別損失   

固定資産売却損 － 89

特別調査関連費用 － ※２ 5,026

特別損失合計 － 5,116

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
△28,109 285,449

法人税、住民税及び事業税 21,855 ※３ 157,506

法人税等調整額 20,241 △22,726

法人税等合計 42,096 134,780

中間純利益又は中間純損失（△） △70,206 150,669

非支配株主に帰属する中間純利益 2,872 44,582

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
△73,078 106,087
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年７月１日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

中間純利益又は中間純損失（△） △70,206 150,669

中間包括利益 △70,206 150,669

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △73,078 106,087

非支配株主に係る中間包括利益 2,872 44,582
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年７月１日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損失

（△）
△28,109 285,449

減価償却費 23,181 39,797

のれん償却額 23,813 16,751

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,724 46,369

受取利息 △163 △435

支払利息 5,276 11,407

支払手数料 20,040 753

投資事業組合運用損益（△は益） 3,303 3,589

持分法による投資損益（△は益） 9,381 19,604

賞与引当金の増減額（△は減少） △144,618 32,497

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,253 △2,553

売上債権の増減額（△は増加） △215,288 △181,849

前払費用の増減額（△は増加） △10,899 10,544

仕入債務の増減額（△は減少） 187,430 55,173

契約負債の増減額（△は減少） △9,364 7,087

未払金の増減額（△は減少） 2,498 △46,205

未払費用の増減額（△は減少） △13,148 △50,180

未払消費税等の増減額（△は減少） △42,769 41,816

未収消費税等の増減額（△は増加） － 15,875

その他 7,170 5,790

小計 △188,242 311,285

利息及び配当金の受取額 2,867 435

利息の支払額 △5,441 △11,241

法人税等の支払額 △157,389 △19,415

法人税等の還付額 － 50,868

営業活動によるキャッシュ・フロー △348,206 331,932

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △3,300 △86,546

有形固定資産の取得による支出 △5,185 △1,515

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △1,716,515 －

投資事業組合からの分配による収入 － 19,087

貸付金の回収による収入 3,922 4,698

貸付けによる支出 － △32,955

その他 54 △1,182

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,721,025 △98,413

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,760,000 －

短期借入金の返済による支出 △1,760,000 －

長期借入れによる収入 1,740,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,425 △127,218

株式の発行による収入 5,796 354,869

自己株式の取得による支出 － △14,435

自己株式取得のための預け金の増減額（△は増加） － △186,063

その他 △1,800 △495

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,742,570 26,658

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △326,661 260,178

現金及び現金同等物の期首残高 3,146,414 2,297,785

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,819,753 ※ 2,557,963
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

当座貸越契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年６月30日）
当中間連結会計期間
（2024年12月31日）

当座貸越契約の残高 600,000千円 600,000千円

借入実行残高 － －

差引額 600,000千円 600,000千円

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年７月１日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

貸倒引当金繰入額 －千円 46,369千円

給料手当 222,593千円 318,295千円

賞与引当金繰入額 12,794千円 28,609千円

退職給付費用 6,547千円 3,652千円

 

※２　特別調査関連費用

当連結会計年度（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

当社連結子会社の元従業員による不正行為に関する事実関係の調査に係る費用等を特別調査関連費用とし

て計上しております。

 

※３　法人税、住民税及び事業税

当連結会計年度（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

当社連結子会社の元従業員による不正行為に関する法人税等の追徴見込み税額として、法人税、住民税及

び事業税に56,418千円を計上しております。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年７月１日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

現金及び預金勘定 2,819,753千円 2,557,963千円

現金及び現金同等物 2,819,753 2,557,963
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年７月１日　至　2023年12月31日）

株主資本の金額の著しい変動

当社は、2023年９月26日開催の定時株主総会の決議に基づき、2023年11月10日付で減資の効力が発生し、資

本金が107,167千円減少し、この減少額全額をその他資本剰余金へ振り替えました。

また、新株予約権の行使により資本金が2,955千円、資本剰余金が2,955千円それぞれ増加しております。

これらの結果、中間連結会計期間末において、資本金が11,619千円、資本剰余金が3,763,019千円となって

おります。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

株主資本の金額の著しい変動

当社は、2024年７月１日を払込期日とする第三者割当増資の払込みにより、資本金及び資本準備金がそれぞ

れ178,502千円増加しております。

また、2024年９月25日開催の定時株主総会の決議に基づき、2024年11月８日付で減資の効力が発生し、資本

金が181,509千円減少し、この減少額全額をその他資本剰余金へ振り替えました。

さらに、新株予約権の行使に伴う新株の発行により、当中間連結会計期間において、資本金及び資本準備金

がそれぞれ1,233千円増加しております。

この結果、当中間連結会計期間末において資本金が11,182千円、資本剰余金が4,125,601千円となっており

ます。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年７月１日　至　2023年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間
連結損益計算書

計上額
（注）２

 
AIソリュー
ション事業

フィナンシャ
ル・アドバイ
ザリー事業

マーケティン
グ支援事業

売上高       

外部顧客への売上高 822,966 72,825 4,738,410 5,634,201 － 5,634,201

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 822,966 72,825 4,738,410 5,634,201 － 5,634,201

セグメント利益又は

損失（△）
△17,915 △3,096 26,229 5,216 － 5,216

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間
連結損益計算書

計上額
（注）２

 
AIソリュー
ション事業

フィナンシャ
ル・アドバイ
ザリー事業

マーケティン
グ支援事業

売上高       

外部顧客への売上高 1,368,254 222,051 10,348,581 11,938,887 － 11,938,887

セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,400 － 717 5,117 △5,117 －

計 1,372,654 222,051 10,349,298 11,944,005 △5,117 11,938,887

セグメント利益 168,916 132,657 75,520 377,094 △48,359 328,734

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益の合計は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

（顧客との契約から生じる収益を分解した情報）

前中間連結会計期間（自　2023年７月１日　至　2023年12月31日）
 

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計AIソリューション

事業

フィナンシャル・

アドバイザリー

事業

マーケティング

支援事業

一定期間にわたり移転され

る財又はサービス
    

　継続的な顧客への売上 566,775 32,720 － 599,496

　その他売上 256,163 39,264 － 295,427

計 822,938 71,985 － 894,924

一時点で移転される財又は

サービス
    

　継続的な顧客への売上 － － 4,193,800 4,193,800

　その他売上 27 840 544,609 545,477

計 27 840 4,738,410 4,739,277

顧客との契約から生じる収

益
822,966 72,825 4,738,410 5,634,201

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 822,966 72,825 4,738,410 5,634,201

（注）１．四半期連結会計期間ごとに、４四半期連結会計期間以上連続で売上を計上している顧客への売上を継続

的な顧客への売上、それ以外の顧客への売上をその他売上として集計し、四半期連結会計期間ごとの額

を合算し、中間連結会計期間の売上としております。

２．連結子会社における、継続顧客への売上もしくは、その他売上の判定に際しては、当社グループへの連

結以前の収益も考慮しております。
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当中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）
 

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計AIソリューション

事業

フィナンシャル・

アドバイザリー

事業

マーケティング

支援事業

一定期間にわたり移転され

る財又はサービス
    

　継続的な顧客への売上 814,605 34,778  － 849,384

　その他売上 553,649 30,059  － 583,708

計 1,368,254 64,837  － 1,433,092

一時点で移転される財又は

サービス
    

　継続的な顧客への売上  － 29,321 9,611,428 9,640,750

　その他売上  － 127,892 737,153 865,045

計  － 157,213 10,348,581 10,505,795

顧客との契約から生じる収

益
1,368,254 222,051 10,348,581 11,938,887

その他の収益  －  －  －  

外部顧客への売上高 1,368,254 222,051 10,348,581 11,938,887

（注）四半期連結会計期間ごとに、４四半期連結会計期間以上連続で売上を計上している顧客への売上を継続的な

顧客への売上、それ以外の顧客への売上をその他売上として集計し、四半期連結会計期間ごとの額を合算

し、中間連結会計期間の売上としております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年７月１日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

(1) １株当たり中間純利益又は１株当たり

中間純損失（△）
△５円53銭 ７円74銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は

親会社株主に帰属する中間純損失（△）（千

円）

△73,078 106,087

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益又は親会社株主に帰属する中間純損失

（△）（千円）

△73,078 106,087

普通株式の期中平均株式数（株） 13,199,558 13,689,544

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － ７円73銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（株） － 19,188

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当

たり中間純損失であるため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
2025年 2月14日

 

株 式 会 社 JDSC  

 取 締 役 会 　御 中 

 
 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員

 

業 務 執 行 社 員

 公認会計士 杉 原 伸 太 朗

 

指定有限責任社員

 

業 務 執 行 社 員

 公認会計士 伊 藤 裕 之

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社JDSCの

2024年7月1日から2025年6月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年7月1日から2024年12月31日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社JDSC及び連結子会社の2024年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
  
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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